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（参照条文）

○国家公務員法等の一部を改正する法律（平成二十六年法律第二十二号）第十七条による

改正後の自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）抄

（陸士長等、海士長等及び空士長等の任用期間等）

第三十六条 陸士長、一等陸士及び二等陸士（以下「陸士長等」という。）は二年を、海

士長、一等海士及び二等海士（以下「海士長等」という。）並びに空士長、一等空士及

び二等空士（以下「空士長等」という。）は三年を任用期間として任用されるものとす

る。ただし、防衛大臣の定める特殊の技術を必要とする職務を担当する陸士長等は、そ

の志願に基づき、三年を任用期間として任用されることができる。

２ 自衛官候補生は、その修了後引き続いて前項の規定に基づき任用される自衛官として

必要な知識及び技能を修得させるための教育訓練を受けるものとする。

３ 自衛官候補生の任用期間は、三月を基準として前項に規定する教育訓練に要する期間

を勘案して防衛省令で定めるものとし、自衛官候補生から引き続いて第一項の自衛官に

任用された者の当該自衛官としての任用期間は、同項の規定にかかわらず、同項に規定

する期間からその者の自衛官候補生としての任用期間に相当する期間を減じた期間とす

る。

４ 自衛官候補生の員数は、防衛省の職員の定員外とする。

５ 前各項の規定は、陸士長等、海士長等又は空士長等で、志願に基づき陸曹候補者、海

曹候補者又は空曹候補者の指定を受けた者のうち防衛大臣の定めるものについては、適

用しない。

６ 第一項の任用期間の起算日は、同項の自衛官に任用された日とする。ただし、三等陸

曹、三等海曹又は三等空曹以上の階級から降任された場合にあつては降任の日、前項に

規定する陸曹候補者、海曹候補者又は空曹候補者の指定を受けた者のうち防衛大臣の定

めるものがその指定を取り消された場合にあつては当該指定を取り消された日とする。

７ 防衛大臣は、陸士長等、海士長等又は空士長等の任用期間が満了した場合において、

当該陸士長等、海士長等又は空士長等が志願をしたときは、引き続き二年を任用期間と

してこれを任用することができる。この場合における任用期間の起算日は、引き続いて

任用された日とする。

８ 防衛大臣は、任用期間を定めて任用されている陸士長等、海士長等又は空士長等が任

用期間が満了したことにより退職することが自衛隊の任務の遂行に重大な支障を及ぼす

と認める場合には、当該陸士長等、海士長等又は空士長等が第七十六条第一項の規定に

よる防衛出動を命ぜられている場合にあつては一年以内、その他の場合にあつては六月

以内の期間を限つて、任用期間を延長することができる。

（自衛官への定年退職者等の再任用）

第四十五条の二 任命権者は、前条第一項の規定により退職した者又は同条第三項若しく

は第四項の規定により勤務した後退職した者を、従前の勤務実績等に基づく選考により、

一年（任期の末日がその者が年齢六十年に達する日前となる場合にあつては、三年）を
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超えない範囲内で任期を定め、教育、研究、補給その他防衛大臣の定める業務を行うこ

とを職務とする常時勤務を要する官職に引き続いて採用することができる。

２ 前項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、政令で定めるところにより、

前項に定める期間を超えない範囲内で更新することができる。

３・４ （略）

（在職中の求職の規制）

第六十五条の三 隊員は、利害関係企業等（営利企業等のうち隊員の職務に利害関係を有

するものとして政令で定めるものをいう。以下同じ。）に対し、離職後に当該利害関係

企業等若しくはその子法人の地位に就くことを目的として、自己に関する情報を提供し、

若しくは当該地位に関する情報の提供を依頼し、又は当該地位に就くことを要求し、若

しくは約束してはならない。

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。

一 退職手当通算予定隊員（前条第四項に規定する退職手当通算予定隊員をいう。以下

同じ。）が退職手当通算法人に対して行う場合

二 在職する局等組織（防衛省本省に置かれる官房又は局、施設等機関その他これらに

準ずる部局又は機関として政令で定めるものをいう。以下同じ。）の意思決定の権限

を実質的に有しない官職又は階級として政令で定めるものにある隊員が行う場合

三 若年定年等隊員が第六十五条の十第一項に規定する就職の援助を受けて、利害関係

企業等との間で、当該利害関係企業等又はその子法人の地位に就くことに関して行う

場合

四 一般定年等隊員（若年定年等隊員以外の隊員をいう。以下同じ。）が官民人材交流

センターから紹介された利害関係企業等との間で、当該利害関係企業等又はその子法

人の地位に就くことに関して行う場合

五 隊員が利害関係企業等に対し、当該利害関係企業等若しくはその子法人の地位に就

くことを目的として、自己に関する情報を提供し、若しくは当該地位に関する情報の

提供を依頼し、又は当該地位に就くことを要求し、若しくは約束することにより公務

の公正性の確保に支障が生じないと認められる場合として政令で定める場合におい

て、政令で定める手続により若年定年等隊員にあつては防衛大臣の、一般定年等隊員

にあつては内閣総理大臣の承認を得て、当該承認に係る利害関係企業等に対して行う

場合

３～６ （略）

（再就職者による依頼等の規制）

第六十五条の四 隊員であつた者であつて離職後に営利企業等の地位に就いている者（退

職手当通算予定隊員であつた者であつて引き続いて退職手当通算法人の地位に就いてい

る者（以下「退職手当通算離職者」という。）を除く。以下「再就職者」という。）は、

離職前五年間に在職していた局等組織に属する隊員又はこれに類する者として政令で定

めるものに対し、防衛省と当該営利企業等若しくはその子法人との間で締結される売買、

貸借、請負その他の契約又は当該営利企業等若しくはその子法人に対して行われる行政
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手続法（平成五年法律第八十八号）第二条第二号に規定する処分に関する事務（以下「契

約等事務」という。）であつて離職前五年間の職務に属するものに関し、離職後二年間、

職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

２ 前項の規定によるもののほか、再就職者のうち、防衛省本省若しくは防衛装備庁の内

部部局に置かれる部の部長若しくは課の課長の職又はこれらに準ずる職であつて政令で

定めるものに、離職した日の五年前の日より前に就いていた者は、当該職に就いていた

時に在職していた局等組織に属する隊員又はこれに類する者として政令で定めるものに

対し、契約等事務であつて離職した日の五年前の日より前の職務（当該職に就いていた

ときの職務に限る。）に属するものに関し、離職後二年間、職務上の行為をするように、

又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

３ 前二項の規定によるもののほか、再就職者のうち、防衛省の事務次官、防衛省本省の

内部部局に置かれる局の局長若しくは防衛装備庁長官の職又はこれらに準ずる職であつ

て政令で定めるものに就いていた者は、隊員又はこれに類する者として政令で定めるも

のに対し、契約等事務であつて防衛省の所掌に属するものに関し、離職後二年間、職務

上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

４ 前三項の規定によるもののほか、再就職者は、隊員又はこれに類する者として政令で

定めるものに対し、防衛省と営利企業等（当該再就職者が現にその地位に就いているも

のに限る。）若しくはその子法人との間の契約であつて防衛省においてその締結につい

て自らが決定したもの又は防衛省による当該営利企業等若しくはその子法人に対する行

政手続法第二条第二号に規定する処分であつて自らが決定したものに関し、職務上の行

為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

５ 前各項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。

一 防衛省から委託を受けた者が行う当該委託に係るものを遂行するために必要な場

合、又は国の事務若しくは事業と密接な関連を有する業務として政令で定めるものを

行うために必要な場合

二 防衛省若しくは防衛装備庁に対する権利若しくは義務を定めている法令の規定若し

くは防衛省との間で締結された契約に基づき、権利を行使し、若しくは義務を履行す

る場合、防衛省の処分により課された義務を履行する場合又はこれらに類する場合と

して政令で定める場合

三 行政手続法第二条第三号に規定する申請又は同条第七号に規定する届出を行う場合

四 会計法（昭和二十二年法律第三十五号）第二十九条の三第一項に規定する競争の手

続に従い、売買、貸借、請負その他の契約を締結するために必要な場合

五 法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情

報の提供を求める場合（一定の日以降に公にすることが予定されている情報を同日前

に開示するよう求める場合を除く。）

六 再就職者が隊員（これに類する者を含む。以下この号において同じ。）に対し、契

約等事務に関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼す

ることにより公務の公正性の確保に支障が生じないと認められる場合として政令で定

める場合において、政令で定める手続により離職の際に若年定年等隊員であつた再就

職者にあつては防衛大臣の、離職の際に一般定年等隊員であつた再就職者にあつては
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内閣総理大臣の承認を得て、再就職者が当該承認に係る隊員に対し、当該承認に係る

契約等事務に関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼

する場合

６ 防衛大臣は、前項第六号に規定する承認を行い、又は行わないこととする場合には、

防衛省令で定めるところにより、審議会の意見を聴かなければならない。

７ 防衛大臣が行う第五項第六号に規定する承認についての審査請求は、防衛大臣に対し

て行うことができる。

８ 防衛大臣は、前項に規定する審査請求を受けてこれに対する裁決を行う場合には、審

議会に付議し、その議決に基づいて行わなければならない。

９ 国家公務員法第百六条の四第六項から第八項までの規定は、内閣総理大臣が行う第五

項第六号に規定する承認について準用する。

10 隊員は、第五項各号に掲げる場合を除き、再就職者から第一項から第四項までの規定

により禁止される要求又は依頼を受けたときは、政令で定めるところにより、当該再就

職者が離職の際に若年定年等隊員であつた場合にあつては防衛大臣に、当該再就職者が

離職の際に一般定年等隊員であつた場合にあつては再就職等監察官に、その旨を届け出

なければならない。


